
政治分野における男女共同参画の推進に関する法律
（平成３０年５月２３日公布・施行 ⇒ 令和３年６月１６日公布・施行）

• 国・地方公共団体の責務等の強化（第３条）
• 社会的障壁及び政治分野における男女共同参画の推進に関する取組みの状況について実

態の調査及び情報収集を行うように努める。（第6条）
• 家庭生活との両立支援のための体制整備や政治分野における男女共同参画の推進に関する

環境整備を行う。（第8条）
• セクハラ・マタハラ等への対応のため、防止に関する研修や相談体制の整備を行う。（第９条）
• 人材の育成等(第10条) 政治分野における男女共同参画が推進されるよう、模擬議会や講

演会の開催の推進を行う。

女性活躍推進法 （位置付）
（平成27年9月4日公布・施行 ⇒ 令和４年７月８日改正）

• 女性の活躍に関する情報公表項目を追加
• 労働者が301人以上の事業主は「女性労働者に対する職業生活に関する
• 機会の提供」の項目＋「男女の賃金の差異」の情報公表が義務化
• 一般事業主行動計画の策定・届出義務及び自社の女性活躍に関する情報公表の義務の対

象が、301人以上から101人以上の事業主に拡大

女性版骨太の方針2023：概要（女性活躍・男女共同参画の重点方針2023 ）

Ⅰ 女性活躍と経済成長の好循環の実現に向けた取組の推進
① プライム市場上場企業を対象とした女性役員比率に係る数値目標の設定等
② 女性起業家の育成・支援

Ⅱ 女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の強化
① 平時や育児期を通じた多様で柔軟な働き方の推進
② 女性デジタル人材の育成などリスキリングの推進
③ 地域のニーズに応じた取組の推進

Ⅲ女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現
① 配偶者等からの暴力への対策の強化
② 性犯罪・性暴力対策の強化
③ 困難な問題を抱える女性への支援
④ 生涯にわたる健康への支援
⑤ 地域のニーズに応じた取組の推進

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律
（令和6年4月1日施行）

• 困難な問題を抱える女性への支援に必要な施策を講じる責務
• 民間団体による支援活動の特長を生かし、行政と民間団体が協働しながら女性支援を推進
• 支援対象者への包括的かつ継続的な「つながり続ける」支援、民間団体との協働に努める
• 人材の育成、国民への教育・啓発、広域連携体制の構築などに取り組み、困難な問題を抱え

る女性への支援が適切に実施されるよう努める
• 最も身近な相談先としての役割を果たすとともに、必要な支援の包括的な提供、他機関や他

自治体等への繋ぎ等を実施
• 支援調整会議を組織するよう努める
• 基本計画の策定は、市町村は努力義務

法改正や政府の方針等

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 （位置付）
（平成２６年１月３日改正 ⇒ 令和５年５月12日改正（令和6年4月1日施行）

• 保護命令制度の拡充、保護命令違反の厳罰化
• 接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者について、身体に対する暴力、脅迫に加

え、「自由、名誉又は財産」に対する脅迫（精神的暴力）も対象化
• 都道府県の基本計画に国・地方公共団体・民間の団体の連携・協力を必要的記載事項とする
• 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する協議会都道府県に協議会を組織する

努力義務（市町村は「できる規定」）
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